
 

３. 目標と基本方針
本市の空家等対策は、市内全域を対象とし、以下の空家等を対象とします。

空
家
等

市内に所在する建築物（居住の用に供するもので長屋及び共同住宅を除く。）
又はこれに附属する工作物で居住その他の使用がなされていないことが常態（概
ね半年以上）であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）。
ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除きます。 

特
定
空
家
等

市内に所在する空家等のうち、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険
となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切
な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺
の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認め
られるものとします。 

跡
地 空家等を除却した後の敷地をいいます。 

■空家等対策の基本方針

■空家等対策における連携体制

４. 空家等対策の施策・具体的な対策（※各対策で主管課・関係課・関係団体等との連携、短期・中期・長期の取組を位置付けて推進）

６. 対策の推進体制
本市における空家等対策は、所有者等、市民等、自治組織、

市民活動団体等、事業者、市がそれぞれの責務や役割を果たし
ながら、連携・協働による総合的な対策に取り組んでいきます。 

■特定空家等に対する措置などの実施体制

■計画の進行管理
・総合計画や総合戦略等に掲げる目標とあわせて、空家等に関

する目標値を設定し、計画の進捗状況の確認や定期的な見直
しを行うなど、適切な進行管理を行います。

・庁内関係課との連携・情報共有、地域や関係団体等との連携
を深め、総合的な空家等対策推進の体制づくりを確保します。 

栗東市 
空家等対策協議会 
空家等対策計画の作成 
及び変更並びに実施に 
関する協議を行う。 
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栗東市長  栗東市空家等対策連絡会議 
報告・共有

特定空家等調査部会 

特定空家等の判定及び特定空
家等に対する措置に関し必要
な事項を調査するため、特定空
家等調査部会を設置。 

意見

栗東市空家等対策計画 
１. 計画策定の趣旨
■背景・目的

本市においては、適切な管理がなされていない空家等の発生
が、地域の防災・防犯、景観、生活環境等に悪影響を及ぼすこ
とを踏まえ、総合的な空家等対策に関する目標や基本方針、具
体的な対策、推進体制等を示します。

■計画期間
平成 30 年度から平成 36 年度までの７年間とし、以降は、

計画期間を概ね 10 年間とします。（適宜見直し）
■計画の位置付け

空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく、今後の空家
等対策を総合的に推進するための計画であり、上位計画や各種
計画と整合・連動した実効性のある計画として位置付けます。 

２. 栗東市の現状と課題
本市の空家率は、平成 25 年時点で 8.5％（住宅・土地統計調査）と滋賀県内で最も低く、空家等に関する相談は、年間数件あるものの、防災や

防犯、衛生、景観の観点から問題となる管理不全の空家等は、比較的少ないです。今後の人口減少や高齢化等の進展による、将来的な空家等に関
する問題の増加に備え、空家等の発生や管理不全の予防に重点を置いた対策の計画的な推進が必要です。 
少子高齢化の進行と 
高齢者世帯の増加 

・少子高齢化の進行と高齢
者のみの世帯の増加に伴
い、空家の増加が予想され
るため、将来を見据えた管
理不全空家の発生予防に
関する啓発等での意識付
け等が重要。

住宅の老朽化  
・現在築後 40～50 年が経過

した建物が多く、今後の老
朽建築物や空家、管理不全
状態の空家の急増が懸念。 

・空家等の急増による防災
等の問題の増加も懸念。

空家等に関する問題の 
地域性 

・各地域によって空家等の
発生要因や問題等が異な
るため、各自治会などの地
域と連携しながら、地域の
実情に応じた空家等対策
を進めることが必要。

空家等現況調査結果  
・空家 275 戸のうち、212 戸

が市街化区域内、63 戸が
市街化調整区域内にある。 

・空家等所有者等は、半数以
上が市外に居住。

空家等所有者意向調査結果  
・利活用には、相談サービス

等の充実を求めており、専
門的なアドバイスへのニ
ーズもあり、相談体制の充
実が必要。

・将来に備えた意識啓発や
情報提供が必要。

５. 重点プロジェクト
「空家等利活用」の取組 

★（仮称）栗東市空家バンクの設置
★ 空家等利活用モデル事業

「管理不全空家等の解消」の取組 
★特定空家等の認定、

措置の明確化 

方針１. 空家等対策を通じて総合計画や総合戦略の実現を目指します 
方針２. 空家等の段階、地域の特性に応じた的確な対策を実践します 
方針３. 市民、地域、多様な主体、庁内関係課が連携・協働して実践します 
方針４. 空家等対策の先行モデルづくりを通じて、点から面へ、魅力・活力ある 

地域づくりへの転換を図ります 

・空家等現況調査の実施
・地域と連携した空家等予備軍の把握
・市民等に対する意識啓発、情報提供
・空家等に関する相談体制の整備
・文化財や景観重要建造物の空家化の予防
・住み慣れた地域に住み続けられ

る環境の整備

ステージ１｜空家化の予防・実態把握

予防対策 空家化の予防 管理不全空家化の予防 解消対策 

ステージ２｜空家等の適正管理
・空家等に関する情報の

データベース化 
・空家等の適正管理に向けた

仕組みづくり 

ステージ３｜空家等の利活用
・空家等の利活用に対する所有者等意向、

利用希望者等のニーズの把握
・空家等の利活用に向けた支援制度、体制等の整備
・地域の実情に応じた空家等の利活用を

促進する仕組みづくり
・市民の暮らしやすさの向上や地域コミュニテ

ィの活性化に寄与する空家等の利活用の促進 

ステージ４｜管理不全空家等の解消
・特定空家等の認定、措置の明確化
・特定空家等に対する措置の実施

体制の確立
・管理不全空家等の除却や跡地活用

市民等からの相談窓口 

空家等の総合的な相談対応、専門家等の紹介 

住宅課 
窓口の一本化、情報の一元管理 

関係団体 
宅建業協会 建築士会 司法書士会 

土地家屋調査士
 

商工会 シルバー人材センター 
その他関係団体 

地域（自治組織） 
自治会 

市民活動団体 

庁内関係課 
連絡会議 

市
民
等

空
家
等
所
有
者
等

連携・情報共有 
苦
情
・
問
い
合
わ
せ

相
談

対
応
結
果
の
報
告

相
談

対
応

概要版 


